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 「多民族国家」中華人民共和国の領土は、ほぼ清朝の版図に相当するが、清朝期には緩

やかな支配がなされていた少数民族地域は、今日、民族区域自治政策のもとで、「きつい統

合」がなされている。そうした変化の過程は、近代以降の列強の圧力に対する「中国」と

いう「国民国家」建設への動きと、それと対峙する「辺境」の側の統合を目指す動きとの

絡みの中で、捉えられねばならない。 

本論文は、民族区域自治政策を歴史的に捉えるために、その画期となる、戦後内戦期に

おける内モンゴルの民族運動に対する国共両党の政策過程を取り扱う。なぜならば、内モ

ンゴルは国共内戦の主要な舞台の一つであり、そこでの民族問題は、国共が政治的に対抗

する重要な争点となった。その過程において、中国共産党は、「新中国の民族区域自治政策

の基礎となりモデルとなった」とされる、内モンゴル自治政府の樹立に成功したからであ

る。共産党の政策過程も、内外情勢、とりわけ国民党との関係に強く規定されていたので

あり、その点を離れては、民族区域自治政策の形成は理解できない。 

しかし、従来の研究は、内外情勢の中で把握しようとした場合でも、実際には、抽象的

な冷戦や内戦という言葉、あるいは軍事状況のレベルにとどまり、変動していく具体的な

情勢の中で捉えなかった。このため、国共両党の民族政策も、それぞれがほぼ一貫したも
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のとして平板に描かれ、民族区域自治政策も内戦期をとおした共産党の政策とされ、1947

年の内モンゴル自治政府の成立によって確立したとされてきたのである。少数民族問題を

中国の国民国家志向の中に位置づけた、毛里和子氏の『周縁からの中国』は、そのような

研究水準を相当引上げるものであり、共産党の政策に動揺があったことも認めている。た

だし、毛里氏もその過程を具体的に追求してはおらず、ただ共産党が東モンゴルの動きを

抑え込んでいく過程としてのみ描いている。 

本論文は、このような研究状況を背景に、内外情勢、とりわけ国共の政治的関係の中で、

両者の民族政策が絡み合うダイナミックな政策過程をたどり、民族区域自治政策がどのよ

うな歴史状況の中で採用されたのかを明らかにするとともに、国民党の政策との比較をも

試みようとするものである。史料としては、モンゴル族の民族運動や共産党の政策につい

ては、『民族問題文献匯編』や回想録などを批判的に用い、国民党の政策については、主要

には当時の最高意志決定機関であった国防最高委員会の档案を用いる。 

第二次大戦終結直後の内モンゴルでは、日本支配下の統合を反映して、フルンボイル･

東モンゴル・西モンゴルで、モンゴル族の民族運動が高揚した。それらはモンゴルの独立

に刺激され、ソ連やモンゴルの後押しも得て政府を樹立するとともに、モンゴルへの合併

を求めた。しかし、中ソ関係に規定されたモンゴルは合併を拒絶したため、中国の中で可

能な限りの自治を求めるしかなくなった。もっとも大衆的な基盤を持った東モンゴルでは、

中国の領域内での「高度の自治」を実行する自治政府を樹立し、国共両党との交渉をはか

る。 

戦後、国共両党にとって、内モンゴルは戦略的に重要な地域になった。執権政党である

国民党は、抗戦末期の六全大会以降、内外情勢の中で揺れ動きながら、地方自治の中で民

族政策を模索していた。戦後の東モンゴルの状況は、国民党にとっては、ソ連･モンゴル･

共産党が一体になって内モンゴルを中国から切り離そうとしている、と捉えられた。モン

ゴルの独立によって「辺疆の最前線」となった内モンゴルの問題は、何よりも国防問題と

して意識されたのである。二中全会が政治協商会議の決議を拒否して、内戦への契機にな

ったのには、こうした強い危機感があった。その強い危機感が、内モンゴルに対する政策

で２つの草案を生み、両者が真向から対立して共倒れとなった。その結果、憲法制定国民

大会で有効な政策を打ち出せず、モンゴル族の期待を裏切ることになってしまったのであ

る。 

国民党に対抗して『連合政府論』で連邦制を掲げた共産党は、西モンゴルの政府を吸収

 2



して、自治運動連合会を組織した。当時の方針は、当面は省制の下で盟･旗の自治政府を組

織し、将来、内モンゴルを統一した自治政権を樹立する、というものであった。しかし、

政治協商会議以後、共産党は民族政策でも国民党に譲歩した『政協決議』を政策の拠り所

とした。これは政治闘争のためであるが、東モンゴル対策には不利であり、承徳会議によ

って東モンゴルを一応取り込んだが、彼らの共産党への不満は強く、それが軍事情勢にも

影響した。 

こうした中で、国民党の制憲国大が決定的な転機になる。モンゴル族の国民党への失望

を背景に、共産党は彼らを国民党との闘争に動員するため、彼らが求める「高度の自治」

を受け入れ、1947年、内モンゴル自治政府が樹立されるのである。 

準備段階では、共産党のほかに内モンゴルに独自の「人民革命党」の創設を認めるかど

うかが中共内で議論され、政府樹立の段階では承認に傾いていた（最終的は承認しなかっ

た）。これは当時の中共にとっての、「高度の自治」の重さを示すものである。 

 「高度の自治」の内実は、次の三点に現われている。第一は、自治政府に各省に分断さ

れた内モンゴルを統一するものとされ、当面は省を超えた解放区と並行関係にされていた

ことである。第二は、連邦制が放棄しておらず、中共の現地幹部は憲法草案でその採用を

進言し、自治栄不の『施政綱領』や『宣言』にも、自治の実行後の「民族自決」という形

で示唆されていたことである。第三は、形式上ではあるが、内モンゴルに独自の党（内モ

ンゴル共産党工作委員会）と軍（内モンゴル人民自衛軍）をもっていたことである。そし

て、政府樹立後、戦局が中共に有利に転換するとともに、連邦制が再度公式に掲げられ、

また、内モンゴルをその「主要構成部分」とすることも表明された。 

 しかしその後、中共の勝利が確定し、本格的に新たな国家を構想し始める段階になると、

内モンゴルにおける党や軍の形式的独自性が否定されていく。最終的に新政治協商会議で、

「高度の自治」と連邦が否定され、「民族区域自治」が採用される。連邦制が放棄された要

因の一つは、外モンゴルの拒否によって、中国復帰の受皿としての意味がなくなったこと

も挙げられる。中共は帝国主義の策動防止を理由に、きつい国家統合を選択したのである。 

 以上の過程から、いくつかの結論が導き出せる。まず、政策については、イデオロギー

だけではなく、現実の政治過程の中で分析されねばならない。国民党については、執権政

党であり、蒋介石が「国家 100年の大計」というように、民族政策についても中国の利害

から模索していた。内戦期に国民党を規定していたのは、辺疆の喪失という強い危機感で

あった。それと内モンゴルの現実の難しさが、「優柔不断」を生んだのである。 
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  これに対して、共産党は執権政党に対抗する勢力であった。「民族自決」など、マルク

ス・レーニン主義の民族理論で説明されがちな政策も、「国家 100 年の大計」から出発した

というよりは、むしろ国民党と対抗するために少数民族を味方として獲得しようとしたも

の、という面が強い。だから、補論１でも示したように、国民党との政治関係が変化すれ

ば、その政策も大きく変化したのである。その意味では、むしろ共産党の方が理念よりも

現実政治を重視した、と言えるかも知れない。 

 だから、制憲国大で国民党が失敗したことが、共産党にとってチャンスとなった。共産

党は国民党よりも有利な、「高度の自治」をもつ政府の樹立、さらには連邦制を掲げること

によって、モンゴル族の要求に一定程度応え、これを掌握して内モンゴルでの基礎を固め

ていったのである。それは内戦の戦況を転換させる、一つの要因にもなった。 

 しかし、内戦の勝利は共産党を執権政党に導く。自らが「国家 100 年の大計」から出発

する時、共産党の政策は再び大きく転換した。「高度の自治」や連邦制は否定され、ほぼ文

化面に限定された特殊な地方自治に過ぎない、その意味では国民党の政策とそれほど大き

な距離はない、「民族区域自治」が採用されたのである。「国家 100 年の大計」を、国民国

家の建設と置き換えるならば、共産党もまた国民党と本質的にはそれほど大きな違いはな

いのかもしれない。 
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